
 

『平成３０年度査察の概要を公表 消費税不正還付が過去最高額』 
 

 国税庁はこのほど、３０年度の査察の概要を公表した。免税店（輸出物品販売場） 制度を悪用した消

費税受還付事案や太陽光発電設備の取得を装った消費税受還付事案、他人名義を使用したＦＸ取引

利益の無申告ほ脱事案、外国法人を利用した国際事案などに取り組んだ。消費税不正受還付の未遂

犯は過去最多の８件、最高額となる１ ５億円余りを告発した。  

 ３０年度は１６６件の査察調査に着手。同年度以前に着手した事案を、同年度中に処理（検察庁への

告発の可否を判断し処理）した件数は１８２件で、うち告発した件数は１２１件、告発率は６６．５％となっ

た。同年度に処理した査察事案に係る脱税額は総額１４０億円で、うち告発分は１１２億円。告発した事

案１件あたりの脱税額は９，２００万円であった。 

 告発件数を税目別に見ると、法人税が５５件、続いて消費税が４１件。告発の多

かった業種では、前年度と同じく「建設業」「不動産業」「人材派遣」の順に並んだ。

３０年度中に一審判決が言い渡されたのは１２２件、そのすべてに有罪判決が出

され、うち実刑判決が７人に出された。実刑判決の中で最も重かったのは、査察事

件単独に係るものでは懲役４年６月（消費税法・地方税法違反）だった。 

 

 『飲食店倒産廃業等計１１８０件 ２０００年度以降最多』 

 
 帝国データバンクは２ ０ １ ８ 年度の「飲食店の倒産、休廃業・解散動向調査」結果を発表した。それ

によると、倒産、休廃業・解散の合計は前年度比７ ． １ ％増の１ １ ８ ０ 件で、東日本大震災が発生後

の１ １ 年度（ １ １ ３ ４ 件） 、リーマン・ショックが発生した０ ８ 年度（ １ １ １ ３ 件） を上回り、２ ０ ０ ０ 

年度以降で最多を更新した。  

 １ ８ 年度の飲食店の倒産は前年度比６ ． ３ ％減の６ ５ ７ 件で、０ ０ 年度以降で４ 番目に多く、依然

として高水準となっている。倒産の負債総額は同３ ． ５ ％減の３ ２ ２ 憶１ ９ ０ ０ 万円だった。飲食店の

休廃業・解散は同３ ０ ． ４ ％増の５ ２ ３ 件で、３ 年ぶりに増加に転じた。これまで最も多かったリーマン・

ショックが発生した０ ８ 年度（ ４ ８ ８ 件） を上回り、最多を更新した。業種別に見ると、１ ８ 年度の飲食

店の倒産、休廃業・解散で最も多かったのは「酒場・ビヤホール」で２ １ ４ 件。以

下、「中華・東洋料理店」（ １ ７ ４ 件） 、「西洋料理店」（ １ ５ １ 件） で、上位３ 業

態で全体の５ 割近くを占めた。倒産では「西洋料理店」（ １ ０ １ 件） が３ 年連続、

「喫茶店」（ ７ ３ 件） が２ 年連続増加した。休廃業・解散を見ると、「中華・東洋料

理店」の７ ９ 件（ 同３ １ ５ ． ８ ％増） 、次いで「一般食堂」の７ ０ 件の増加率が目

立った。  

 
    出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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